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Weekly M&A Review 
2009 年５月１日 

株式会社エスネットワークス リサーチ室第１部 

 

Ｍ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆Ａにににに関関関関するするするする最新情報最新情報最新情報最新情報をおをおをおをお送送送送りしますりしますりしますりします。。。。    

【【【【今週号今週号今週号今週号のトピックのトピックのトピックのトピック】】】】    

� 今週今週今週今週のディールレビューのディールレビューのディールレビューのディールレビュー    

・ 【【【【親子会社間親子会社間親子会社間親子会社間ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】加加加加トトトト吉吉吉吉によるグリーンフーズへのによるグリーンフーズへのによるグリーンフーズへのによるグリーンフーズへのＴＯＢ（ＴＯＢ（ＴＯＢ（ＴＯＢ（開始開始開始開始））））    

・ 【【【【親子会社間親子会社間親子会社間親子会社間ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】大和証券大和証券大和証券大和証券グループグループグループグループ本社本社本社本社によるによるによるによる大和大和大和大和ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣキャピタルへのキャピタルへのキャピタルへのキャピタルへのＴＯＢＴＯＢＴＯＢＴＯＢ（（（（開始開始開始開始））））    

・ 関東関東関東関東つくばつくばつくばつくば銀行銀行銀行銀行とととと茨城銀行茨城銀行茨城銀行茨城銀行とのとのとのとの合併合併合併合併にににに関関関関するするするする基本合意基本合意基本合意基本合意    

・ コスモスイニシアによるコスモスイニシアによるコスモスイニシアによるコスモスイニシアによるＡＤＲＡＤＲＡＤＲＡＤＲ手続申請手続申請手続申請手続申請    

� 法制度法制度法制度法制度アップデートアップデートアップデートアップデート    

・・・・改正改正改正改正産業再生法産業再生法産業再生法産業再生法のののの施行施行施行施行についてについてについてについて（（（（具体要件具体要件具体要件具体要件のののの告示告示告示告示））））    

    

ⅠⅠⅠⅠ．．．．今週今週今週今週ののののディールレビューディールレビューディールレビューディールレビュー    

１１１１．．．．ＴＯＢＴＯＢＴＯＢＴＯＢ案件案件案件案件（（（（株式株式株式株式公開買付公開買付公開買付公開買付けけけけ））））    

（（（（１１１１））））【【【【親子会社間親子会社間親子会社間親子会社間ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】加加加加トトトト吉吉吉吉によるグリーンフーズへのによるグリーンフーズへのによるグリーンフーズへのによるグリーンフーズへのＴＯＢＴＯＢＴＯＢＴＯＢ開始開始開始開始（（（（４４４４月月月月 27272727 日日日日））））    

グリーンフーズは、加ト吉によるＴＯＢを発表。 

【ＴＯＢ概要】  

公開買付者 株式会社加ト吉（非上場・日本たばこ産業の子会社） 

対象 グリーンフーズ普通株式（ＪＱ＃3367） 

期間 ５月７日～６月 17 日（30 営業日） 

価格（プレミアム） 35,000 円／株 

（発表日前日終値比：▲10.03％、直近１ヵ月単純平均比：＋8.45％、直近３ヵ月単

純平均比：＋19.15％、直近６ヵ月単純平均比：＋19.05％） 

数量 上限：設定なし 

下限：6,814 株（11.48％） 

その他 グリーンフーズは加ト吉の連結子会社（約 55％保有）。 

出所：４月 27 日付日本たばこ産業「株式会社加ト吉による株式会社グリーンフーズ株式に対する公開買付の開始に関するお知らせ」 

ショート・コメント 

� 本ＴＯＢは加ト吉・グリーンフーズ間の親子会社間ＴＯＢ。なお、直近終値ベースで 10％弱のディスカウントＴＯ

Ｂとなっている。 

� グリーンフーズの株価は、４月 30 日終値で 34,700 円（ＴＯＢ発表前日終値比▲4,200 円、ＴＯＢ価格比▲300 円）。    

    

    

（（（（２２２２）【）【）【）【親子会社間親子会社間親子会社間親子会社間ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】ＴＯＢ】大和証券大和証券大和証券大和証券グループグループグループグループ本社本社本社本社によるによるによるによる大和大和大和大和ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣキャピタルへのキャピタルへのキャピタルへのキャピタルへのＴＯＢＴＯＢＴＯＢＴＯＢ開始開始開始開始（（（（４４４４月月月月 28282828

日日日日））））    
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大和ＳＭＢＣキャピタルは、大和証券グループ本社によるＴＯＢを発表。 

【ＴＯＢ概要】  

公開買付者 株式会社大和証券グループ本社（東１＃8601） 

対象 大和ＳＭＢＣキャピタル（ＪＱ＃8458）普通株式及び新株予約権 

期間 ４月 30 日～６月 18 日（33 営業日） 

価格（プレミアム） 563 円／株 

（発表日前日終値比：+30.63％、直近１ヵ月単純平均比：＋30.32％、直近３ヵ月単

純平均比：＋55.96％） 

１円／新株予約権１個 

数量 上限：設定なし 

下限：設定なし 

その他 大和ＳＭＢＣキャピタルは大和証券グループ本社の連結子会社（約 46％保有）。 

出所：４月 28 日付大和ＳＭＢＣキャピタル「当社の親会社である株式会社大和証券グループ本社による当社株券等に対する公開買付けに関する賛同意見表

明のお知らせ」 

ショート・コメント 

� 本ＴＯＢは大和証券グループ本社・大和ＳＭＢＣキャピタル間の親子会社間ＴＯＢ。 

� ＴＯＢ後全部取得条項付種類株式の利用により、完全子会社化を目指す。大和ＳＭＢＣキャピタルは上場廃止予定。 

� 大和ＳＭＢＣキャピタルの株価は、４月30日終値で500円（ＴＯＢ発表前日終値比＋69円、ＴＯＢ価格比▲63円）。    

    

    

２２２２．．．．合併合併合併合併・・・・株式交換等株式交換等株式交換等株式交換等    

（（（（１１１１））））関東関東関東関東つくばつくばつくばつくば銀行銀行銀行銀行とととと茨城銀行茨城銀行茨城銀行茨城銀行とのとのとのとの合併合併合併合併にににに関関関関するするするする基本合意基本合意基本合意基本合意（（（（４４４４月月月月 28282828 日日日日））））    

関東つくば銀行は、茨城銀行との合併に関する基本合意を発表。 

【合併概要】  

合併会社 関東つくば銀行（東１＃8338） 

被合併会社 茨城銀行（非上場） 

スケジュール 合併契約書締結：2009 年８月（予定） 

合併効力発生日：2010 年３月１日（予定） 

合併比率 １：0.18 

（茨城銀行１株に対して、関東つくば銀行株 0.18 株を割当交付） 

出所：４月 28 日付関東つくば銀行「関東つくば銀行と茨城銀行の合併に関する基本合意について」 

ショート・コメント 

� 関東つくば銀行と茨城銀行は従前資本提携を検討していたが、2006 年に見送り・協議中止。この度両行にて合併す

ることで、再び基本合意に至った。 

� 関東つくば銀行を存続銀行として、合併後の商号は「株式会社筑波銀行」とする予定。 

� 関東つくば銀行の株価は、４月 30 日終値で 416 円（発表前日比＋119 円）。マーケットは本合併を好感か。 
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３３３３．．．．そのそのそのその他他他他    

（（（（１１１１））））コスモスイニシアのコスモスイニシアのコスモスイニシアのコスモスイニシアのＡＤＲＡＤＲＡＤＲＡＤＲ手続申請手続申請手続申請手続申請（（（（４４４４月月月月 27272727 日日日日））））    

コスモスイニシアは、2009 年３月期において債務超過となる見通しとなり、自社での再生が困難となったことから、Ａ

ＤＲ手続*の利用申請を発表。 

*ＡＤＲ：Alternative Dispute Resolution; 裁判外紛争解決手続 

【ＡＤＲ概要】  

申請会社 株式会社コスモスイニシア（ＪＱ＃8844） 

スケジュール ４月 28 日：第１回債権者会議／再生計画案概要説明・一時停止の追認・ＤＩＰファイナンス承認 

６月 25 日（予定）：第２回債権者会議／再生計画案協議 

７月 24 日（予定）：第３回債権者会議／再生計画案決議 

内容 ・取引金融機関に対して、ＤＥＳ及び条件緩和を要請。またアライアンス先との資本提携等により、

総額 555 億の資本増強を予定。 

【株主・経営者責任】 

・主要株主であるユニゾン・キャピタルの保有普通株式は、コスモスイニシアに無償譲渡予定。（優

先株主についても一定の負担を求める予定） 

・経営陣のうち重田会長は退任。町田社長についても、「然るべき時期に経営責任を明確」化する

予定。 

その他 ・再生計画案決議までの資金繰りとして、上限 150 億のＤＩＰファイナンス実行予定。 

出所：４月 27 日付コスモスイニシア「事業再生ＡＤＲ手続きの利用申請及び受理に関するお知らせ」および４月 28 日付コスモスイニシア「事業再生に向け

た今後の方向性に関するお知らせ～「事業再生ＡＤＲ手続」による抜本的な事業再生の取り組み～」 

ショート・コメント 

� 不動産市況が低迷する中、コスモスイニシア（旧リクルートコスモス）がＡＤＲ手続申請を発表。上場会社では初

のＡＤＲ案件となると思料され、今後の行く末が注目される。 

� コスモスイニシアの株価は、４月 30 日終値で 39 円（ＡＤＲ発表前日終値比＋２円）。 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ．Ｍ＆Ａ．Ｍ＆Ａ．Ｍ＆Ａ．Ｍ＆Ａ法制度法制度法制度法制度アップデートアップデートアップデートアップデート――――改正産業再生法改正産業再生法改正産業再生法改正産業再生法のののの施行施行施行施行についてについてについてについて（（（（具体要件具体要件具体要件具体要件のののの告示告示告示告示））））    

改正産業再生法（産業活力再生特別措置法）が、４月 30 日一部施行された。 

注目の「指定金融機関の出資に対する損失補てん」（いわゆる民間企業への公的資金注入）について具体要件が告示さ

れ、一般企業からの申請受付が開始された。 

具体要件は以下のとおりであり、１～４のすべてを満たす必要がある（出所：４月 30 日付官報）。 

 

１１１１    内外内外内外内外のののの金融秩序金融秩序金融秩序金融秩序のののの混乱混乱混乱混乱によりによりによりにより、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営のののの状況状況状況状況がががが急激急激急激急激にににに悪化悪化悪化悪化したとしたとしたとしたと判断判断判断判断されるされるされるされる以下以下以下以下のののの①①①①又又又又はははは②②②②のいずれかののいずれかののいずれかののいずれかの事事事事

由由由由がががが生生生生じていることじていることじていることじていること。。。。    

①事業者の四半期又は３箇月（平成 20 年 10 月から平成 21 年９月までのいずれかの四半期又は３箇月に限る。）の売上

高（当該事業者の連結子会社（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 51 年大蔵省令第 28 号）第２
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条第４号に規定する連結子会社をいう。以下同じ。）の売上高を含めることができる。）が前年同期比で 20％以上減少し

ていること。 

②事業者の連続した２四半期又は６箇月（平成 20 年 10 月から平成 21 年９月までのいずれかの２四半期又は６箇月に限

る。）の売上高（当該事業者の連結子会社の売上高を含めることができる。）の合計が前年同期比で 15％以上減少してい

ることその他{に準ずる事由が生じていること。 

２２２２    １１１１にににに掲掲掲掲げるげるげるげる事由事由事由事由によりによりによりにより、、、、事業者事業者事業者事業者がががが事業再構築計画事業再構築計画事業再構築計画事業再構築計画、、、、経営資源再活用計画又経営資源再活用計画又経営資源再活用計画又経営資源再活用計画又はははは経営資源融合計画経営資源融合計画経営資源融合計画経営資源融合計画のののの実施実施実施実施にににに必要必要必要必要なななな資金資金資金資金

をををを調達調達調達調達するためするためするためするため、、、、出資出資出資出資がががが不可欠不可欠不可欠不可欠とととと判断判断判断判断されるされるされるされる以下以下以下以下のののの①①①①又又又又はははは②②②②のいずれかののいずれかののいずれかののいずれかの事由事由事由事由がががが生生生生じていることじていることじていることじていること。。。。    

①融資契約又は社債発行の契約における財務上の特約に係る規定に抵触していること。 

②事業者の自己資本の額（当該事業者の連結子会社の自己資本の額を含めることができる。）が前年同期比で 25％以上

減少していることその他①に準ずる事由が生じていること。 

３３３３    事業者事業者事業者事業者がががが、、、、指定金融機関指定金融機関指定金融機関指定金融機関によるによるによるによる出資出資出資出資をををを受受受受けるけるけるける時点時点時点時点においてにおいてにおいてにおいて以下以下以下以下のののの①①①①又又又又はははは②②②②のいずれかをのいずれかをのいずれかをのいずれかを満満満満たすことがたすことがたすことがたすことが確実確実確実確実であるとであるとであるとであると

見込見込見込見込まれることによりまれることによりまれることによりまれることにより、、、、当該事業者当該事業者当該事業者当該事業者のののの事業事業事業事業のののの継続継続継続継続がががが困難困難困難困難となったとなったとなったとなった場合場合場合場合にににに国民経済国民経済国民経済国民経済のののの成長及成長及成長及成長及びびびび発展発展発展発展にににに重大重大重大重大なななな影響影響影響影響をををを及及及及ぼすとぼすとぼすとぼすと

判断判断判断判断されるものであることされるものであることされるものであることされるものであること。。。。    

①事業者の国内における従業員数（当該事業者の連結子会社の国内における従業員数を含めることができる。）が 5000

人以上であること。 

②事業者が①を満たす他の事業者にとって代替困難な基幹部品を30％以上供給していることその他①に準ずるものとし

て当該事業者の事業の継続が困難となった場合に 50000 人以上の国内雇用に影響を及ぼすおそれがあること。 

４４４４    指定金融機関指定金融機関指定金融機関指定金融機関によるによるによるによる出資出資出資出資をををを前提前提前提前提としてとしてとしてとして、、、、当該指定金融機関以外当該指定金融機関以外当該指定金融機関以外当該指定金融機関以外のののの民間金融機関民間金融機関民間金融機関民間金融機関がががが事業者事業者事業者事業者にににに対対対対してしてしてして融資又融資又融資又融資又はははは出資出資出資出資をををを行行行行

うことそのうことそのうことそのうことその他他他他これらにこれらにこれらにこれらに準準準準ずるずるずるずる措置措置措置措置をををを講講講講ずることによりずることによりずることによりずることにより、、、、協調協調協調協調してしてしてして事業再構築計画事業再構築計画事業再構築計画事業再構築計画、、、、経営資源再活用計画又経営資源再活用計画又経営資源再活用計画又経営資源再活用計画又はははは経営資源融合経営資源融合経営資源融合経営資源融合

計画計画計画計画のののの実施実施実施実施にににに取取取取りりりり組組組組むこととなっていることむこととなっていることむこととなっていることむこととなっていること。。。。    

 

（経過については、今後も本レポートにて継続してお知らせする予定です） 

 

【本レポートに関するお問い合わせ先】 

株式会社エスネットワークス リサーチ室第１部 公認会計士 高桑 昌也 

Tel 03-5573-4661 / m-takakuwa@esnet.co.jp 

 

 


